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1 ボイラ登録制度ガイドライン 
 

1.1 ボイラ登録管理制度の目的 
ボイラ登録管理制度は、年間 50～5,000 トンの石炭を燃焼する HOB を登録し、管理を強化する制

度である。ウランバートル市中心 6 区1に設置されるボイラを登録し、固定発生源インベントリや大

気拡散シミュレーションモデルの入力データを作成する。また、一定の要件を満たす HOB に対し、

ボイラ利用許可を発行するか優良ボイラ認定を行う。 

 

1.2 対象ボイラ 
 制度の構築に際し既存の資料等を収集した結果、確認されたボイラは以下のとおりである。 

 発生源種類 台数 

1. ゲルストーブ 約 150,000 台 

2. 小型ボイラ（10～100kW） 約 1,000 基 

3. 中型ボイラ（0.1～3.15MW） 約 200 基 

4. 発電用及び工業用ボイラ  

 ボイラ登録制度の目的は、大気汚染物質の排出状況を把握し、基準を満たさないボイラの利用に

制限をかけることである。排出状況を把握するには排ガス測定が必要であり、機材や測定技術者を

整備する必要がある。従って、中型ボイラ 200 基を対象に登録制度をスタートさせることにした。 

 

1.3 業務フロー 
 ボイラ登録制度で届け出られたデータは、データベースに登録される。プロジェクトではデータ

を管理するため、ボイラ登録データベースシステムを構築した。ボイラ登録制度における関係機関

の役割分担とボイラ登録データベースシステムの関係を図 1 と図 2 に示す。図中の図形の意味は以

下のとおりである。 

 
ユーザによる作業 

 
データ（書類、EXCEL ファイル etc） 

 
ボイラ登録データベースシステムの機能 

 

                                                        
1 Khan-Uul and Bayanzurkh、Songinokhairkhan、Sukhbaatar、Chingeltei、Bayangol district 
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図 1 業務フロー図（1/2） 
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図 2 業務フロー図（2/2） 
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2 ボイラ登録データベースシステムの特徴 
2.1 シンプルな組み込み型データベースの採用 

リレーショナルデータベースとしての必要な機能を有しながら、サーバやネットワークを必要と

しない組み込み型のデータベースを採用した。データは全て単一のファイルに格納されるため、デ

ータの配布及びバックアップが容易である。 

 

2.2 EXCEL を利用した入出力システム 
 データの入出力に EXCEL を使用することで、多くの入力用画面の作成を不要とし、システムの

改修を容易とした。データ入力用の EXCEL ファイルは HOB 施設毎に作成される。2 年目以降は前

年度のファイルを利用して変更点のみを更新すればよく、入力者の負担低減にも配慮した設計とな

っている。 

 

2.3 分析機能 
 システムには簡単な集計機能（9 種類）が実装済みである。また、データは全てデータベース

（SQLite2）に登録されるため、SQLite に対応したアクセスユーティリティと SQL 言語を使用して、

対話的に分析を行うことが可能である。分析機能で作成したチャート例を以下に示す。 

 

 

 

                                                        
2 http://www.sqlite.org/ 
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3 ボイラ登録データの活用 
3.1 関係機関との連携 
 エンジニアリング施設庁、市監査庁といった施策の策定及び監査に従事する関係機関はボイラリ

ストを必要としている。また、公共供熱公社では、新たなボイラ登録制度が検討されている。各機

関でばらばらに登録を行うのではなく、毎年更新されるボイラ登録データベースのデータを各機関

でシェアすべきである。 

 

3.2 国家発生源総合登録事業との連携 
 国家大気質庁が主管し、市大気質庁が運用管理を行う国家発生源総合登録事業では、ボイラ登録

管理制度の対象 HOB は調査対象外となっており、ボイラ登録管理制度からデータ提供を受ける取

り決めとなっている。 

 

3.3 インベントリ・シミュレーションシステムとの連携 
 ボイラ登録管理制度ではボイラの型式、燃料使用量、煙突や排ガス処理装置の情報を届け出させ

ているため、インベントリやシミュレーションの更新に利用できる。また、データを年単位で管理

しているため、データの精度向上に伴い過去のデータも更新することが可能である。 

235



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

ボイラ登録制度ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - 6 - 

236



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

ボイラ登録制度ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - 7 - 

237



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

ボイラ登録制度ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - 8 - 

238



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

ボイラ登録制度ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - 9 - 

239



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

ボイラ登録制度ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - 10 - 

 

240



8 発生源インベントリ作成・更新ガイドライン 
 

241



242



モンゴル国 
ウランバートル市大気質庁（AQDCC） 
 

 
 

モンゴル国 
ウランバートル市 

大気汚染対策能力強化プロジェクト 
 
 
 

発生源インベントリ 
作成・更新ガイドライン 

 
 

２０１３年３月 
 

独立行政法人 
国際協力機構（JICA） 

 
株式会社 数理計画  

243



 

244



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

発生源インベントリ作成・更新ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - i - 

目次 
図目次 .................................................................................................................................................. i 

表目次 .................................................................................................................................................. i 

1 発生源インベントリとは ............................................................................................................. 1 

2 発生源インベントリ作成・更新方法 ........................................................................................... 3 

2.1 固定発生源 ............................................................................................................................ 3 

2.1.1 排出量の推計方法 ....................................................................................................................... 3 

2.1.2 インベントリデータの更新方法 ............................................................................................... 4 

2.1.2.1 火力発電所 ........................................................................................................................... 4 

2.1.2.2 HOB ...................................................................................................................................... 5 

2.1.2.3 CFWH ................................................................................................................................... 7 
2.1.2.4 ゲルストーブ ....................................................................................................................... 9 

2.2 移動発生源 .......................................................................................................................... 11 

2.2.1 排出量の推計方法 ..................................................................................................................... 11 

2.2.2 インベントリデータの更新方法 ............................................................................................. 13 

2.2.2.1 自動車排気ガス：主要道路からの排出量 ..................................................................... 13 

2.2.2.2 自動車排気ガス：主要道路以外からの排出量 ............................................................. 15 

2.3 その他面的発生源 ............................................................................................................... 17 

2.3.1 排出量の推計方法 ..................................................................................................................... 17 

2.3.2 インベントリデータの更新方法 ............................................................................................. 18 

2.3.2.1 発電所の灰埋立地 ............................................................................................................. 18 

 

図目次 
図 1-1 大気環境管理における排出インベントリの役割 ............................................................................. 2 

図 2-1 自動車排気ガス（主要道路分）排出インベントリに必要な項目 ............................................... 14 

図 2-2 自動車排気ガス（主要道路分）排出インベントリの計算に使用するクエリの例 ................... 15 

図 2-3 自動車排気ガス（主要道路分）排出インベントリの計算結果例 ............................................... 15 

図 2-4 主要道路以外からの自動車排気ガス排出インベントリに必要な項目 ....................................... 16 

図 2-5 主要道路以外からの自動車排気ガス排出インベントリの計算に使用するクエリの例 ........... 16 

図 2-6 主要道路以外からの自動車排気ガス排出インベントリの計算結果例 ....................................... 17 

 

表目次 
表 2-1 発生源別排出量推計方法、活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標 ................................. 3 

表 2-2 火力発電所排出インベントリに必要な項目 ..................................................................................... 4 

表 2-3 火力発電所の稼働パターンの計算例 ................................................................................................ 5 

245



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

発生源インベントリ作成・更新ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - ii - 

表 2-4 HOB 排出インベントリに必要な項目 ............................................................................................... 6 

表 2-5 代表的なボイラの排出係数 ................................................................................................................ 7 

表 2-6 CFWH 排出インベントリに必要な項目 ............................................................................................ 7 

表 2-7 CFWH のホロー別排出量の更新 ........................................................................................................ 8 

表 2-8 CFWH 排出インベントリの更新 ........................................................................................................ 8 

表 2-9 CFWH の稼働パターン計算表 ............................................................................................................ 9 

表 2-10 ゲルストーブ排出インベントリに必要な項目 ............................................................................. 10 

表 2-11 ホロー別排出インベントリの計算 ................................................................................................ 11 

表 2-12 ゲルストーブの稼働パターン ........................................................................................................ 11 

表 2-13 発生源別排出量推計方法、活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標 ............................. 12 

表 2-14 発生源別排出量推計方法、活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標 ............................. 17 

表 2-15 発電所の灰埋立地の灰飛散インベントリに必要な項目と計算例 ............................................. 19 

 

 

246



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

発生源インベントリ作成・更新ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - 1 - 

1 発生源インベントリとは 
 排出インベントリとは、ある期間内に大気汚染物質がどこからどのぐらい排出されたのかを示す

目録であり、大気汚染対策等の幅広い施策を実施する上で必須のツールである。 

 排出インベントリの利用目的は以下のとおりである1。 

1 排出実態の定量的把握 

 インベントリによる排出量推計は、排出実態の理解を促進させ、人々や政策決定者の意識向上に

繋がる。推計したインベントリを用いて、主要な排出源を特定し、優先すべき発生源対策、発生源

データの不足や不足データを補足するための追加調査の必要性を明らかにすることができる。 

2 シミュレーションモデルへのインプットとその活用 

 排出量は、地理的・時間的に配分することにより、大気環境シミュレーションモデルのインプッ

トデータとして活用することができる。シミュレーションモデルは、計算結果と地上のモニタリン

グデータとの比較・検証することにより、モデルを構築する。そのモデルの将来計算結果と環境基

準との比較結果から、環境基準を達成するために必要となる効果的な大気汚染対策の策定や人、動

物、農産物、自然生態系への影響も評価することができる。 

3 将来予測と大気汚染対策の策定 

 インベントリデータは、各種社会・経済統計などの活動量と排出係数から推計される。将来の排

出量は、社会経済指標の将来予測（例: 人口増加、経済成長、単位活動量当たりのエネルギー消費量

変化)及び対策導入による排出係数低減効果や燃料転換等を考慮して推計され、大気汚染対策計画を

策定する上で重要な基礎資料となる。 

4 対策技術の検討への活用 

 排出インベントリは、様々な対策技術の導入による対策前後の排出量の比較が容易である。また、

各種の対策技術コストと排出量削減効果を評価・比較することにより、費用対効果の高い対策技術

を選定することができる。 

 

 発生源インベントリは、排出実態の把握、将来予測等に活用される。大気シミュレーションモデ

ルと組み合わせることで、環境影響評価、排出源対策、政策・対策の検討等に活用される（図 
1-1）。 

                                                        
1排出インベントリとは? アジア大気汚染研究センター http://www.acap.asia/acapjp/doc/emissionjp.pdf 
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出典：http://www.acap.asia/acapjp/doc/emissionjp.pdf 

図 1-1 大気環境管理における排出インベントリの役割 
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2 発生源インベントリ作成・更新方法 
2.1 固定発生源 
2.1.1 排出量の推計方法 

 固定発生源の発生源別活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標を表 2-1 に示す。 

 対象固定発生源は、火力発電所、HOB、工場、CFWH、ゲルストーブ及び壁ストーブとする。 

 固定発生源における排出量は、原則として、汚染物質排出量＝活動量×排出係数の式から求めた。

活動量は、石炭使用量あるいは木材使用量とした。活動量は、火力発電所からの報告値、ボイラ登

録データ、人口・世帯数データ、各種統計データから求めた。 

 排出係数は、本プロジェクトの排ガス測定結果を原則として用い、それ以外の指標を補足的に用

いた。 

 発生源種類については、火力発電所と HOB は発生源毎に点源として、CFWH とゲルストーブ及

び壁ストーブはホロー別に面源として発生源インベントリを作成した。 

  

表 2-1 発生源別排出量推計方法、活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標 

 排出量の推計方法 活動量 排出係数 発生源種類と配分

指標 

火 力 発 電

所 
排出量＝石炭使用

量×大気汚染物質

別排出係数 

各発電所へのヒア

リングで取得した

月別の石炭使用量 

本プロジェクトの排

ガス測定結果から設

定 

TSP から PM10 の換算

は、第 2 次詳細計画

策 定 調 査 の

PM10/TSP=0.65 を使用 

発生源種類：点源 

HOB 排出量＝石炭使用

量×大気汚染物質

別排出係数 

ボイラ訪問調査の

結果及びボイラ登

録管理制度にて収

集した情報におけ

る石炭使用量 

本プロジェクトの排

ガス測定の結果から

設定 

TSP から PM10 の換算

は、第 2 次詳細計画

策 定 調 査 の

PM10/TSP=0.65 を使用 

発生源種類：点源 

CFWH 排出量＝石炭使用

量×大気汚染物質

別排出係数 

世界銀行の HOB 
Market Study の石

炭使用量 

 

本プロジェクトの排

ガス測定結果から設

定 

JICA 第 2 次詳細計画

策定調査での結果を

使用 

発生源種類：面源 

メッシュ別非アパ

ート地区居住面積

で配分 

ゲ ル ス ト

ーブ 
排出量＝石炭使用

量×ゲルストーブ

（石炭）での大気

区別ホロー別のゲ

ルストーブ及び壁

ストーブ数にそれ

本プロジェクト、過

去の調査での排ガス

測定結果及び GAP 

発生源種類：面源 

メッシュ別ゲル地

区面積で配分 
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汚染物質別排出係

数 

＋木材使用量×ゲ

ルストーブでの木

材の大気汚染物質

別排出係数 

ぞれの年間石炭使

用量を乗じて推計 
Forum Manual 等の統

計資料に基づいて設

定 

ストーブ 1 台当た

り の 燃 料 使 用 量

は、AQDCC による

サンプリング調査

結果及び世界銀行

の Ger Area Heating 
報告書から推定 

 

2.1.2 インベントリデータの更新方法 

2.1.2.1 火力発電所 

 煙突単位で排出量を推計した。集合煙突の場合、それぞれのボイラについて、排出量を求め、そ

の合計が集合煙突から排出される排出量となる。火力発電所排出インベントリに必要な項目を表 
2-2 に示す。 

 燃料使用量は、各発電所に問い合わせて月別の使用量を取得する。更新の際には、

[FuelConsumption_TPY]の列を更新する。 

 排出係数は、排ガス測定結果が用いられており、最新の排出係数を取得したら、[EF_SO2_kgpt]列
などを更新する。 

 排出量は燃料使用量と排出係数から自動的に計算される。 

 煙突の位置座標、発電所の煙突の高さ、内径、排ガス温度、排ガス速度、月別稼働パターンは濃

度拡散シミュレーション計算で使用する。 

 

表 2-2 火力発電所排出インベントリに必要な項目 

 

 

 
 

 火力発電所の稼働パターンの計算例を表 2-3 に示す。月別稼働パターンは発電所の月別燃料使用

量を用いて以下の式で計算する。 
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 １月の稼働パターン＝１月の燃料使用量／年間の燃料使用量×12 

 

表 2-3 火力発電所の稼働パターンの計算例 

 
 

2.1.2.2 HOB 
 煙突単位で排出量を推計する。集合煙突の場合、それぞれのボイラについて、排出量を求め、そ

の合計が集合煙突から排出される排出量となる。HOB 排出インベントリに必要な項目を表 2-4 に示

す。 

 「HOBEmission」シートでは、ボイラ登録管理制度に基づいて、燃料使用量、ボイラ種類等の情

報を更新する。 

 排出係数は、排ガス測定結果が用いられており、最新の排出係数を取得したら、[EF_SO2_kgpt]列
などを更新する。 

 排出量は燃料使用量と排出係数から自動的に計算される。 

 煙突の位置座標、発電所の煙突の高さ、内径、排ガス温度、排ガス速度、月別稼働パターンは濃

度拡散シミュレーション計算で使う。 
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表 2-4 HOB 排出インベントリに必要な項目 

 

 
 

 代表的なボイラの排出係数は「EF_ByBoiler」シートに記載されている（表 2-5）。ここに記載さ

れていないボイラは、Average の排出係数を適用している。記載されているボイラ以外で排ガス測

定が行われた場合、排ガス測定により求められた排出係数などを「Average」の上の行に挿入し、

「 Average 」 の 値 を 再 計 算 す る 。 挿 入 後 、 該 当 す る ボ イ ラ に 付 い て 、 表  2-5 の

「Number_of_Emission_Factor」列の値を更新する。 
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（株）数理計画 - 7 - 

表 2-5 代表的なボイラの排出係数 

 
 

2.1.2.3 CFWH 
 CFWH 排出インベントリに必要な項目を表 2-6 に示す。 

 「CFWHEmission」シートは、個々の CFWH の排出量を計算している。[Ratio]は燃料使用量を補

正しているものであり、最新の燃料使用量を使用している場合は、[Ratio]は 1 にする。また、人口

増加率等で石炭使用量を増やす場合は、その値を[Ratio]に入力する。 

 最新の排出係数を入手した際には、[EF_SO2]列などを更新する。 

 排出量は補正後の燃料使用量と排出係数から自動的に計算される。 

 

表 2-6 CFWH 排出インベントリに必要な項目 

 
 

 「EmissionByKhoroo」シートでは、「CFWHEmission」シートで計算した排出量をホロー別に合

計した表を作成している。「CFWHEmission」シートを更新した場合は、[EmissionByKhoroo]シート
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内のセルを選択し、[Option]-[Refresh]-[Refresh All]をクリックして、ホロー別排出量を更新する（表 
2-7）。 

 

表 2-7 CFWH のホロー別排出量の更新 

 
 

 [EmissionByKhoroo]シートで更新した結果を[EmissionByKhoroo_ForGrid]シート内の対象ホローに

コピーする（表 2-8）。 

 

表 2-8 CFWH 排出インベントリの更新 
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 CFWH の季節別時間帯別稼働パターンは、世界銀行の”Mongolia Heating in Poor, Peri-urban Ger 
Areas of Ulaanbaatar”(2009)の季節別時間帯別燃料投入回数（Table4.3）から算定されている（表 
2-9）。 

 

表 2-9 CFWH の稼働パターン計算表 

 
 

2.1.2.4 ゲルストーブ 

 使用されているゲルストーブ数の推定方法は、2010 年版は世界銀行のゲルストーブと壁ストーブ

の調査結果から、複数台のゲルを所有する世帯が最小ケースと専門家判断ケースで 2%、最大ケー

スで 25%とした。2010 年改訂版と 2011 年版は、一部のホローについて、衛星画像に写っているゲ

ルの数をカウントし、世帯数とゲル数の関係を検証した結果から、複数台のゲルを所有する世帯を

20%とした。 

 ゲルストーブ及び壁ストーブの排出インベントリに必要な項目を表 2-10 に示す。 

 ホロー別ゲルまたは建物の居住人口・世帯数を最新のデータに更新する。このとき、ストーブを

複数所有している世帯数を考慮して、ゲルストーブの数を推計する。 

 1 台当たりの年間燃料使用量、排出係数は排ガス測定の結果等により更新する。 

 排出量は、ゲルストーブ数、1 台当たりの年間燃料使用量、排出係数から自動的に計算される。 
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（株）数理計画 - 10 - 

表 2-10 ゲルストーブ排出インベントリに必要な項目 

 

 
 

 排出量はストーブの種類、燃料別にシートを作成し、その合計は「TotalEmissionByKhoroo」シー

トで計算するように更新する（表 2-11）。 

 たとえば、Traditional のゲルストーブからトルコストーブへの転換したことを反映するには、新

たにシートを作成し、トルコストーブでのインベントリを作成する。 

 

256



モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト 

発生源インベントリ作成・更新ガイドライン 
  

  

（株）数理計画 - 11 - 

表 2-11 ホロー別排出インベントリの計算 

 
 

 ゲルストーブの季節別時間帯別稼働パターンの計算過程を表 2-12 に示す。ゲルストーブにおける

稼働パターンは、ゲル地区とアパート地区の季節別時間帯別 SO2 濃度の差を取ることで（表の L 列

～O 列）、ゲルからの濃度を推計してゲル・壁ストーブの稼働パターンとしている。 

 

表 2-12 ゲルストーブの稼働パターン 

 
 

2.2 移動発生源 
2.2.1 排出量の推計方法 

 移動発生源の発生源別活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標を表 2-13 に示す。 

 対象移動発生源は、自動車の排気ガスである。 

 移動発生源における排出量は、原則として、汚染物質排出量＝活動量×排出係数の式で計算した。 
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 主要道路の活動量は、交通量である。交通量は、交通量＝リンク別走行台数ｘリンク長の式で計

算した。リンク別走行台数は、本プロジェクトで実施した交通量調査のデータおよび市交通管制セ

ンタの VDS センサのデータから推定した交通量データを使用した。 

 主要道路以外の道路の活動量は、主要道路以外での燃料使用量である。UB 税関が取り扱った燃

料輸入量から UB 市内燃料使用量を推定し、主要道路での燃料使用量を減じて推定した。 

 主要道路の排出係数は、日本の排出係数を基礎として、ウランバートルの状況に応じた補正係数

を推定して乗じ、更に、ウランバートル市内の自動車検査場にて自動車検査に合格した全自動車デ

ータから計算した車種別排ガス規制別の走行距離比で加重平均して計算した。 

 主要道路以外の道路の排出係数は、燃料使用量に対する大気汚染物質排出量であり、主要道路で

の排出量計算結果から計算した。 

 主要道路は道路毎に線源として発生源インベントリを作成した。その他の道路からの排出量は、

全市合計排出量をホロー別の移動発生源利用者人口の割合でホローに配分し、更に、ホロー別排出

量を市街化地域の範囲に対しグリッド面積比で配分し、面源としてインベントリを作成した。 

 技術的な詳細については、セクターレポート（移動発生源からの大気汚染物質排出インベントリ）

に記載した（プロジェクト事業完了報告書 別添資料 2.1-12）。 

 

表 2-13 発生源別排出量推計方法、活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標 

 排出量の推計方法 活動量 排出係数 発生源種類と配分

指標 

自 動 車 排

気 ガ ス ：

主 要 道 路

分 

排出量＝車種別交

通量×車種別大気

汚染物質別排出係

数 

リンク毎の交通量

調査のデータおよ

び市交通管制セン

タの VDS センサの

データから推定し

た 交 通 量 デ ー タ

に、リンク長を乗

じて計算した 

日本の排出係数をベ

ースを基礎として、

ウランバートルの状

況に応じた補正係数

を推定して乗じ、更

に、ウランバートル

市内の自動車検査場

にて 2009 年に自動車

検査に合格した全自

動車データから計算

した車種別排ガス規

制別の走行距離比で

加重平均して計算し

た 

発生源種類：線源 

自 動 車 排

気 ガ ス ：

主 要 道 路

以 外 の 道

路分 

排出量＝その他道

路での燃料消費量

×燃料消費量に対

する大気汚染物質

排出量 

UB 税関が取り扱

った燃料輸入量か

ら UB 市内燃料使

用量を推定し、主

要道路での燃料使

用量を減じた量 

主要道路での燃料使

用量と大気汚染物質

排出量から、燃料消

費量に対する大気汚

染物質排出量を計算

した 

発生源種類：面源 

移動発生源利用者

人口(ホロー別学生

数＋労働者数と同

じと仮定)とグリッ

ド別市街地面積で

配分 
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（株）数理計画 - 13 - 

2.2.2 インベントリデータの更新方法 

2.2.2.1 自動車排気ガス：主要道路からの排出量 

 リンク単位で排出量を推計する。 

 自動車排気ガス(主要道路分)の排出インベントリに必要な項目を図 2-1 に示す。 

 交通量データは、2010 年の交通量データを基礎データとする。太陽橋のように交通量が大きく変

化した道路周辺の交通量のみ現地調査してデータを差し替え、その他の道路は、市交通管制センタ

の VDS センサのデータから計算した交通量の増減率を乗じて計算する。 

 排出係数は、日本の排出係数をベースを基礎として、ウランバートルの状況に応じた補正係数を

推定して乗じ、更に、ウランバートル市内の自動車検査場にて 2009 年に自動車検査に合格した全自

動車データから計算した車種別排ガス規制別の走行距離比で加重平均して計算する。 

 車種別排ガス規制別の走行距離比は、ウランバートル市内の自動車検査場にて自動車検査に合格

した全自動車のデータを入手して、計算する。 

 

 クエリを順番に実行して計算する（図 2-2 は計算に使用する代表的なクエリの例）と、排出量が

計算される（図 2-3 は計算結果の例）。 
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（株）数理計画 - 14 - 

 

 

 
注 上から順に、交通量データ、旅行速度データ、自動車検査データである。 

図 2-1 自動車排気ガス（主要道路分）排出インベントリに必要な項目 
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（株）数理計画 - 15 - 

 
注 クエリの一覧が左側に表示されている。右側は、排出係数を計算するクエリと排出量を計算するク

エリ 

図 2-2 自動車排気ガス（主要道路分）排出インベントリの計算に使用するクエリの例 

 

 
図 2-3 自動車排気ガス（主要道路分）排出インベントリの計算結果例 

 

2.2.2.2 自動車排気ガス：主要道路以外からの排出量 

 主要道路以外での自動車用燃料使用量を推計し、大気汚染物質排出量を推計し、グリッドに配分

する。 
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 主要道路以外での自動車用燃料使用量は、UB 市内の自動車用燃料使用量から、主要道路での燃

料使用量を引いて計算する。UB 市内の自動車用燃料使用量は、同統計が得られないことから、UB
税関が取り扱った自動車用燃料輸入量（図 2-4）に、推定した UB 市内使用率を乗じて計算する。 

 クエリを順番に実行して計算する（図 2-5 は計算に使用する代表的なクエリの例）と、排出量が

計算される（図 2-6 は計算結果の例）。 

 

 
注 UB 税関が取り扱った自動車用燃料輸入量データである。 

図 2-4 主要道路以外からの自動車排気ガス排出インベントリに必要な項目 

 

 
注 クエリの一覧が左側に表示されている。右側は、総排出量を計算するクエリと排出量をグリッドに

配分するクエリ 

図 2-5 主要道路以外からの自動車排気ガス排出インベントリの計算に使用するクエリの例 
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（株）数理計画 - 17 - 

 
注 テーブルの一覧が左側に表示されている。右側は、総排出量とグリッド別排出量 

図 2-6 主要道路以外からの自動車排気ガス排出インベントリの計算結果例 

 

2.3 その他面的発生源 
2.3.1 排出量の推計方法 

 その他面的発生源の発生源別活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標を表 2-14 に示す。 

 対象発生源は、発電所の灰埋立地とした。 

 汚染物質排出量は、汚染物質排出量＝活動量×排出係数の式で計算した。活動量は、飛散可能面

積とし、各発電所へのインタビュー・実地調査等に基づいて測定した。排出係数は、本プロジェク

トの灰飛散量調査データ等から計算した。 

 発生源種類は、面源として発生源インベントリを作成した。 

 

表 2-14 発生源別排出量推計方法、活動量、排出係数及び発生源種類・配分指標 

 排出量の推計方法 活動量 排出係数 発生源種類と

配分指標 

発 電 所 の

灰埋立地 
排出量＝飛散可能

面積×大気汚染物

質別排出係数 

各発電所へのイン

タビュー、実地調

査等で判明した飛

散可能面積 

本プロジェクトの灰飛散量

調査データから計算 

TSP から PM10 の換算は、

ボイラから出る灰の粒径分

布および灰埋立地の表層の

灰の粒径分布から計算した

PM10率を乗じて計算 

発生源種類：

面源 
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2.3.2 インベントリデータの更新方法 

2.3.2.1 発電所の灰埋立地 

 灰埋立地の区画毎に、排出量を計算した。 

 発電所灰埋立地の灰飛散インベントリの計算に必要な項目と、排出量の計算過程を表 2-15 に示す。 

 PM10 Ratio シートでは、灰に含まれる直径 10 ミクロン以下の粒径の粒子の割合を入力・計算して

いる。燃焼方式等が変化した場合のみ、灰に含まれる直径 10 ミクロン以下の粒径の粒子の割合を測

定して更新する。 

 Emission のシートでは、灰埋立地の面積、飛散可能表面積の割合、浸食厚さ、乾燥密度のデータ

を入力し、飛散測定期間の飛散量を計算している。また、後述の Pattern シートで推定する月別飛散

量から年間飛散量を計算している。飛散可能表面積の割合は灰埋立地の管理（覆土、水位管理等）

状況によって変化することから、毎年データを更新する。浸食厚さや乾燥密度を新たに測定した場

合は、それらの値も更新する。 

 Pattern のシートでは、月別の飛散割合を設定し、月別の TSP 飛散量と PM-10 飛散量を計算してい

る。1 年間を通した浸食厚さの測定に成功する等、月別の飛散割合に関する新たな情報が得られた

場合は、当該する値を更新する。 

 以上のデータにより、Pattern シートには月別排出量が計算され、Emission シートには年間合計排

出量が計算される。 
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（株）数理計画 - 19 - 

表 2-15 発電所の灰埋立地の灰飛散インベントリに必要な項目と計算例 
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（株）数理計画 - 1 - 

1 シミュレーションモデルとは 
 発電所、工場や自動車などの発生源から大気中に排出された汚染物質は，風による輸送、拡散、

光化学反応による二次汚染物質の生成・変質など複雑に変化する。この変化の様子を排出インベン

トリと気象条件等のデータを基に再現するのが大気拡散シミュレーションモデルである。 

 シミュレーションモデルとは、発生源インベントリ及び気象データを入力データに用い、計算結

果と大気測定局との比較検討することにより、モデルを構築する。そのモデルの計算結果から、効

果的な大気汚染対策を検討するためのツールである。シミュレーションモデルの構築方法を図 1-1
に示す。 

 

 
図 1-1 シミュレーションモデルの構築方法 

 

 大気拡散シミュレーションモデルの第一の役割として、汚染排出量と大気汚染濃度の関係を定量

的に明らかにすることである。大気拡散シミュレーションを行うことにより、 

1) 汚染の原因はどこの発生源でどの程度、大気に影響をもたらしているか（発生源寄与の把握） 

2) 将来の汚染物質濃度がどのように変化するかを予測（将来濃度予測） 

3) 発生源対策による大気汚染物質濃度の効果（汚染対策効果の把握） 

が定量的に把握され、発生源対策や環境影響評価、政策等の検討に活用することができる。 

 第二の役割とし、複雑な大気汚染現象の発生の仕組みを明らかにすることである。大気汚染現象

は、汚染物質の排出、風による輸送、拡散、光化学反応による二次汚染物質の生成・変質などの複

雑過程によって構成されており、大気拡散シミュレーションを行い、発生の仕組みを推定する。 

 第三の役割として大気化学の研究に利用することである。大陸などの大きな空間スケールにおい

て化学物質の分布の大気拡散シミュレーションを行い、観測だけからは分かりにくい化学物質の全

球的な動態や循環を把握することや地球大気全体における化学物質の収支を推定することができる。 

 

モデルの計算値

と実測値の比較 

気象データ 

環境濃度データ 

発生源インベントリ 

モデルによるシミュレーション 

モデルの確立 

現状濃度予測シミュレーション 

発生源対策 

大気汚染対策提言案の策定 
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（株）数理計画 - 2 - 

2 概要 
 このガイドラインでは、濃度拡散シミュレーションを行い、濃度分布図を作成、計算結果と実測

値の比較、寄与濃度断面図を作成することにより、ウランバートル市内の大気汚染物質の構造を把

握するための指針とする。また、濃度拡散シミュレーションを用いることで、大気汚染対策に基づ

いた排出量削減による濃度低減効果を比較検証することが可能となる。 

 濃度拡散シミュレーション計算及び計算結果の解析のためのデータ整備のフローを図 2-1 に示す。 
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（株）数理計画 - 3 - 

 
図 2-1 濃度拡散シミュレーション計算及び計算結果の解析フロー 

 

 上記フローにおける各工程の概要は以下の通りである。 

発生源データ 気象データ・雲量データ 

2.2 SourceInpFileMaker.exe の
実行 

Inp ファイル作成 

2.3 Iscst3.exe の実行 

計算結果ファイルの作成 

2.4 Mk_Cmesh.exe の実行 

メッシュ別濃度データの作成 

2.5 CALMESH.exe の実行 

ArcView 表示用メッシュデータの作成 

Iscst3.exe 実行用気象データの

作成 

2.1 気象データ変換ツール

の実行 

3.1 Microsoft Access へのデータ取り込

み 

3.2 濃度分布図の表示 3.3 計算値と実測値の比

較 
3.4 寄与濃度断面図の作

成 
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（株）数理計画 - 4 - 

3 シミュレーションの実施方法 
3.1 シミュレーション実行用気象データの作成 
 気象データ・雲量データは NAMEM より取得し、データの欠測数を把握し、異常な値を検出・除

外する。有効データ数が計算期間の 60%を下回る場合、シミュレーション結果の精度が悪くなるた

め、別のデータ（たとえば、大気質モニタリング局で測定している気象データ等）の取得を試みる。

各データの整理方法及びシミュレーション実行用気象データの作成方法は「技術マニュアル（イン

ベントリ・拡散シミュレーション）」の「7.1.2 シミュレーション用データへの変換」を参照のこ

と。 

 

3.2 発生源データより inp ファイルの作成 
 Microsoft Access（以下、Access とする）に収納されている発生源データを Excel にエクスポート

し発生源データの csv ファイルを作成する。csv ファイルと 2.1 で作成した気象データ等を設定し、

inp ファイルを作成するための実行ファイルを実行して inp ファイルを作成する。詳細な設定方法は

「技術マニュアル（インベントリ・拡散シミュレーション）」の「8.1.1 Access から発生源データ

のエクスポート及び csv ファイルへの変換」及び「8.1.2 発生源データより inp ファイルの作成」を

参照のこと。 

 

3.3 Iscst3.exe（ISC-ST3 実行ファイル）の実行 
 2.2 で作成した inp ファイルと気象データを用いて ISC-ST3 を実行する。詳細な設定方法は「技術

マニュアル（インベントリ・拡散シミュレーション）」の「8.1.3 Iscst3.exe の実行」を参照のこと。 

 

3.4 メッシュ別濃度データの作成 
 2.3 で作成された計算結果ファイルからメッシュ別濃度データを作成する。詳細な設定方法は「技

術マニュアル（インベントリ・拡散シミュレーション）」の「8.1.4 Mk_Cmesh.exe の実行」を参照

のこと。 

 

3.5 Access にインポートする形式に変換 
 2.4 で作成されたメッシュ別濃度データを Access にインポートするための形式に変換する。詳細

な設定方法は「技術マニュアル（インベントリ・拡散シミュレーション）」の「 8.1.5 
CALMESH.exe の実行」を参照のこと。 
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（株）数理計画 - 5 - 

4 計算結果の利用方法 
4.1 シミュレーション結果の Access への取り込み 
 Arc GIS で表示するために、2.5 で作成したファイルを Microsoft Access にインポートする。インポ

ートの詳細な方法は「技術マニュアル（インベントリ・拡散シミュレーション）」の「8.2 シミュ

レーション結果ファイルの Access への取り込み」を参照のこと。 

 

4.2 濃度分布図の表示 
 Access に取り込んだシミュレーション結果のデータをグリッドのフィーチャークラスにグリッド

番号で結合し、濃度分布図を作成する。結果のデータの結合及び凡例の設定方法は「技術マニュア

ル（インベントリ・拡散シミュレーション）」の「8.4 濃度分布図の作成」を参照のこと。 

 大気汚染対策ケースの検討事例として、ゲル地区のゲルストーブを HOB に置き換えたと仮定し

たケースの濃度分布図を図 4-1 に示す。また、対策前後での濃度拡散シミュレーションにおいて、

最大着地濃度を表 4-1 に示す。SO2、PM10ともに HOB に置き換えた地域では、顕著な濃度低減が見

られた。最大着地濃度は対策なしと比較してそれぞれ 89%、98%低減した。 

 

表 4-1 対策前後でのシミュレーションにおける最大着地濃度 

単位：µg/m3 
対策前 対策後 

SO2 78.52 8.62
PM10 59.10 1.21

 

 上記の例のように、対策を行う前にシミュレーションを実行することで、対策効果の検証が可能

となり、様々な対策からの判断材料となり得る。 
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（株）数理計画 - 7 - 

4.3 計算値と実測値の比較 
 計算結果の精度を確認するため、計算値と大気環境測定局で観測された実測値の相関を検証する。

各測定局における発生源別濃度及び大気環境測定局で観測された実測値の比較結果の例を図 4-2 及

び表 4-2 に示す。計算値と実測値の比較の精度が悪くなるため、有効データ数が計算期間の 60%を

下回る測定局は比較対象から除外する（表 4-2 のグレーの背景の測定点）。 

 図 4-2 の相関図から、計算値と実測値の関係がほぼ１対１であり、相関係数も極めて高い。その

ことから、非常に精度の高いシミュレーションが構築できていることがわかる。 

 

 
図 4-2 計算値と実測値との比較結果の例（SO2） 
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（株）数理計画 - 9 - 

4.4 寄与濃度断面図の作成 
 3.2 で作成した濃度分布図のみでは、どの地域において、どの発生源からの排出によるものかどれ

くらいの割合を占めているのかが分からない。そこで、東西方向及び南北方向おける各メッシュ寄

与濃度断面図を作成する。この断面図を作成することにより、地域毎の年平均環境基準値超過分、

発生源別寄与濃度とその割合を把握することができ、大気汚染構造の把握とともに、地域にあった

発生源対策案を作成することに役に立つと想定される。 
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（株）数理計画 - 10 - 

 
図 4-3 PM10のシミュレーション結果例 
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（株）数理計画 - 11 - 

 
図 4-3 の赤四角の部分を対象 

図 4-4 南北方向寄与濃度断面図 
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